
Ⅰ 調査の概要 

 
１ 調査目的 
  平成 13 年４月に成立した「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」（以下「配偶

者暴力防止法」という。）においては、国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護に資するため、調査研究を推進することが規定されている。配偶者暴力防止法が成立、施行さ

れる以前の平成 11 年度に「男女間における暴力に関する調査」、平成 12 年度に夫・パートナーから

暴力を受けた経験を有する女性 62 人を対象に行った「配偶者等からの暴力に関する事例調査」と、

被害実態の把握のための調査研究を行ってきたが、法施行後の実態を把握するために、引き続き、配

偶者等からの暴力の被害実態に関する調査を行うことが必要で、この点については、男女共同参画会

議の配偶者暴力防止法の円滑な施行に向けた意見でも指摘されているところである。 
  今後施策を推進していく上での基礎資料とするために、配偶者暴力防止法制定の影響も含め、配偶

者等からの暴力に関する国民の意識、被害・加害の経験の態様、被害の潜在の程度などを把握する。 
 
２ 調査項目 
（１）夫婦のあり方についての意識 
（２）配偶者等からの暴力についての意識 
（３）配偶者等への加害経験 
（４）配偶者等からの被害経験 
（５）18 歳になるまでの家庭における暴力の経験 
 
３ 調査対象 
（１）母集団 全国 20 歳以上の男女 
（２）標本数 4,500 人 
（３）抽出法 層化二段無作為抽出法 
 
４ 調査時期 
 平成 14 年 10 月～11 月 
 
５ 調査方法 
 郵送留置訪問回収法 
 （回収は、対象者自身が回収用封筒に記入済みの調査票を密封したものを、調査員が回収した。 
 また、対象者本人が希望した場合には、郵送回収とした。） 
 
６ 調査実施委託機関 
 社団法人 新情報センター 
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７ 回収結果 
（１）有効回収数（率）   3,322 人（73.8％） 
   （内訳） 男性 1,520 人 女性 1,802 人 
（２）回収不能数（率）   1,178 人（26.1％） 
  回収不能理由内訳 
      転 居   138（ 3.1％）   住所不明   46（ 1.2％） 
      長期不在   65（ 1.4％）   拒 否   480（10.7％） 
      一時不在  253（ 5.6％）   その他   196（ 4.4％） 
 
８ 回答者の属性 
（１） 性別 
 
 

Ｆ１ あなたの性別（○は１つ） 
 

 

図１ 性 別 

 

（２）年齢 
 

Ｆ２ あなたの年齢はおいくつですか。あてはまる番号に○をつけてください。（○は１つ） 

 

 

図２ 年 齢 
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（３）未既婚 
 

Ｆ３ あなたは、次のうちどれにあてはまりますか。（○は１つ） 

 

 

図３ 未既婚 

 

図４ 未既婚（性・年齢別） 
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（４）子どもの有無 
 

Ｆ４ あなたには、お子さんがいらっしゃいますか。（○は１つ） 

 

 

図５ 子どもの有無 

 

 

図６ 子どもの有無（性・年齢別） 
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（５）職業 
 

Ｆ５ あなたの職業は次のどれにあたりますか。あてはまる番号に○をつけてください。（○は１つ） 

 

 

図７ 職 業 
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図８ 職業（性・年齢別） 
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【Ｆ５で、「１」～「４」と答えた方にお聞きします。】 

Ｆ６ あなたご自身の平成１３年中の年間収入（税込み）はいくらですか。年金や資産収入などすべて 

  の収入を含めて、あてはまる番号に○をつけてください。（○は１つ） 

 

 

図９ 自分自身の年収 

 

９ この報告書を読む際の注意 

（１）図表中のｎとは、比率算出の基数を表すもので、原則として回答者総数（3,322 人）または分類 
別の回答者数のことである。 

（２）百分比は、小数点第２位で四捨五入して、小数点第１位までを表示した。四捨五入したため、合 
計値が 100％を前後することがある。 

（３）「（〇はいくつでも）」と表示のある質問は、２つ以上の複数回答を認めているため、回答計は 100％ 
を超える。 

（４）図表中“－”は、回答者が皆無であることを、“0.0”は 0.05 未満の数値であったことを示す。 
（５）「Ⅱ 調査結果の概要」では、分類別の回答者数が 50人より少ない場合は傾向をみるにとどめ、 

分類別の分析の対象からは外している。 

 

〔参 考〕本報告書で結果を引用した過去の調査 

  平成 11年度「男女間における暴力に関する調査」（内閣府） 

（満 20 歳以上の男女 4,500人、有効回収数 3,405人） 
 

＊本文中では、「平成 11年度調査」と表記している。 
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